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❶人口問題 
高槻市 地域分析 

大阪府 高槻市 

取組の背景 

 課題 

平成 27年国勢調査の調査結果について、5年前より人口が減少しており、どの地域が減少し、少子高齢化が進んでいる

のかを小地域別に明らかにする必要があり、大阪府主催の地域分析研究会に参加し、大阪府の助言等を受けながら分析

を行った。 

 発案者 

高槻市総務課・みらい創生室 

取組の内容 

概要 

 

 

国勢調査等のデータを利活用し、市の課題である人口減少について、小地域別にどのよう

な課題があるのか、府内他市との比較で本市がどのような立ち位置にいるのかを可視化で

きた。（下図は「高槻市 地域分析」より） 
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利用した統計データ ・国勢調査 

・経済センサス-活動調査 

・住民基本台帳移動報告 

・住宅着工統計 

・RESAS 

体制 統計部局、政策部局でプロジェクトチームを立ち上げ、積極的に意見交換を行い分析を行っ

た。 

経費 研究会参加への交通費程度 

取組の効果・成果 

✓ 取組を行うことで、担当職員の統計データを取り扱う能力のスキルアップに繋がった。 

✓ 政策担当部局と共同で分析を進めたので、全庁的に統計データについての重要性を理解することができた。 

令和 2年国勢調査でも同様の分析が可能なので、引き続き分析を行うことが必要と考える。 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

RESASや e-Stat等のオープンデータを使用しているので、他の地方公共団体でも可能と考える。但し、分析に用いた Q-

GISについては、普段用いない場合が多いかと思うので、習練が必要と考える。 

今後の予定  

◆ 令和 2年国勢調査でも同様の分析が可能なので、引き続き分析を行うことが必要と考える。 

担当部署 

大阪府 高槻市 総務部 総務課 統計チーム 
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❶人口問題 南あわじ市高齢者等元気活躍推進事業 ～人生 100年いつまでも貢献

できる働ける改革～ 兵庫県 南あわじ市 

取組の背景 

 課題 

本市が抱えている最大の課題は、急激な人口減少と超高齢社会の対応であり、人口減少が進む社会においても、地域社

会と経済が持続するよう対応する（人手不足の解消）必要があるが、その実態が把握できていない。 

 きっかけ 

市政（平成 29年 2月現市長就任）の重点施策として位置付け、庁内プロジェクトチーム（庁内 PT）を結成し、国勢調査や

RESASなどの統計調査、アンケートの分析により、日本全体及び本市の超高齢化と生産年齢人口の減少、求人と求職者

のミスマッチが判明した。 

 発案者 

南あわじ市長及び庁内 PT 

取組の内容 

目的 地域活動の担い手確保と労働市場のミスマッチを解消する。 

概要・体制 ◉庁内 PT、民間企業、社会福祉協議会、シルバー人材センター、老人クラブ等が協力・連携

しながら事業を実施。 

◉高齢者福祉施設や保育現場など人手不足に悩む雇用現場におけるニーズ調査（聞き取り）

を実施し、高齢者が気軽に参加し地域貢献できる活動を洗い出した。また、高齢者の地域貢

献活動や労働意欲について、市内の 60歳以上の方全員を対象にした市民アンケート、南あ

わじ市老人クラブ連合会幹部研修会におけるアンケートを実施し、現在の就労状況、希望す

る働き方や活動内容等を把握。 

• 市民アンケート回答率 59％（返送数 6,355人／発送数 10,764人） 

• 就労状況について、フルタイム勤務 2,311人（36.5％）、週の半分勤務 1,511人

（23.9％）、その他 2,513人（39.7％） 

• 今後新たに働きたい人が、398人（6.2％） 

• 地域活動や高齢者福祉施設や教育・保育施設での周辺業務への参加意向について、6

～8割の市民が参加を希望。 

◉分析結果に基づき、以下のような高齢者の活躍の場を創出。 

• 人手不足で悩む各種施設での活動をポイント化した有償ボランティア制度「おもいやりポ

イント制度」を立ち上げた。 

→ 令和元年度末のシニアボランティアへの登録会員数 236人 

• 労働市場のミスマッチを解消するため、シニア就労を促進する「働くシニア応援プロジェ

クト」を立ち上げ、求人票の作成支援や就職フェアを開催した。 

→ 令和元年度のマッチング数は、地元企業 4社へ 11名が就労 

• 高齢者の実態把握ができたことにより、問題点が明確になり、ターゲットの絞込みや事業

展開がスムーズに検討・実施できた。 



 

 

令和 2年度 統計データ利活用事例集 

 

 

- 9 - 

利用した統計データ 平成 27年国勢調査、RESAS：地域経済分析システム、厚生労働省一般職業紹介状況、兵

庫県「あわじの経済リポート」、南あわじ市市民（高齢者）アンケート 

経費 令和元年度高齢者等元気活躍推進事業支援業務 5,526千円 

取組の効果・成果 

✓ おもいやりポイント制度に高齢者 236人が会員登録し、17施設がボランティアを受入れ、職員の負担軽減や利用者の満

足度の向上につながった。 

 

 

✓ 働くシニア応援プロジェクトの実施により、地元企業 4社へ 11名が就労した。 

今後の予定  

◆ 今後も継続して、社会貢献活動や就労など高齢者の活躍の場を創出する。 

◆ シニア人材の掘り起こしを行うため、事業 PRや周知イベントの開催に加え、各種活動に関する総合相談窓口の設置を検

討する。 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

地域内の特徴を掴むため、アンケート回収率の向上、統計結果の分析や各種団体へのヒアリングによる多面的な分析が

必要である。 

担当部署 

兵庫県 南あわじ市 総務企画部 市民協働課 生涯活躍推進室 
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❶人口問題 
データを活用したまち・ひと・しごと創生総合戦略の事業案の作成 

和歌山県 紀の川市 

取組の背景 

 課題 

限られた財源のなかで、より効果的に人口減少対策・地域経済活性化につながる事業を構築する必要があった。 

 きっかけ 

これまでは単に他市の事業を模倣するなど「思いつき」に頼っていたため、計画策定に当たり、より成果にコミットする

EBPMの手法を取り入れることとなった。 

 発案者 

紀の川市 企画部 企画経営課 

取組の内容 

目的 人口減少対策・地域経済の活性化につながる政策立案 

概要 若手主体の職員にデータ利活用の研修を実施した後、人口減少の要因を分析した。 

これまで人口減少の要因を、若年層が大学進学を機に県外に出ていくことが要因と漠然と

考えていたが、年齢階層ごとの社会動態に注目してみると、全体としてはマイナスではあっ

たが、子育て世代の転入が県下では非常に多い自治体であることが判明。持ち家比率の高

さなど当市の特色から住宅取得のタイミングに重点的に誘導をかけることでさらなる転入促

進、転出抑制が図られるとの分析結果から住宅取得転入補助金を創設。その他、県外大学

進学率が全国ワーストレベルであることから、奨学金受給率の高さと奨学金返還に伴う若年

者の負担感に着目。奨学金返還補助金を創設した。また、地域経済循環分析（生産・分配・

消費の三面に着目した経済分析）を業務委託し、当市の経済構造の弱点を補えるような事

業の検討に活用している。 
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利用した統計データ 国勢調査等、地域経済循環分析 

経費 研修講師謝礼（3回） 810千円 

地域経済循環分析 3,795千円 

 

取組の効果・成果 

✓ 令和元年度に分析、令和 2年度から予算化した事業であるため、効果はまだ測れていない。先行して予算化した事業とと

もに令和 2年度中にまち・ひと・しごと創生総合戦略として策定する。 

今後の予定  

◆ 「まち・ひち・しごと創生総合戦略」の策定のみならず、市の政策立案に EBPMの手法を用いることができるように、毎年

データ利活用に関する研修を実施していく。 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

政策立案過程に EBPMの手法を取り入れること自体は難易度はそれほど高くないと思う。ただし、首長以下幹部級の政

策決定権者に浸透させるには時間が必要。 

担当部署  

和歌山県 紀の川市 企画部 企画経営課 

  



 

 

令和 2年度 統計データ利活用事例集 

 

 

- 12 - 

❶人口問題 
ペルソナマーケティングを活用した新たな人口減少対策 

広島県 福山市 

取組の背景 

 課題 

平成 27年 10月に福山市総合戦略を策定し、雇用や新しい人の流れの創出等に向けた施策を実施しているが、各施策

に関連して設定した数値目標に対する実績は、特に人口増減に関連する項目について、目標を下回る状況になっている。 

また、行政の施策は総花的になりやすいため、目標の実現に向けて選択と集中ができていないケースが多く、期待する効

果につながっていない。 

そのため、客観的なデータ分析により取組の方向性を見極め、部局横断的に実行していく必要がある。 

 きっかけ 

人口減少は本市だけでなく、全国的な問題である。今後、加速度的に進行することで、生活利便性や地域の魅力が低下

し、さらなる人口減少を生み出す悪循環が生じる。この悪循環を抑制するため、既存施策の点検・再構築と併せて、将来

の高齢社会を支えるための「現役世代を減らさない」取組の強化が必要であると考えた。 

 発案者 

福山市 企画財政局 企画政策部 企画政策課 

取組の内容 

目的 近年、生涯未婚率の上昇や働き方の多様化など従来から生活スタイルが変化してきている

が、将来に向けて、価値観も含めライフスタイルは、さらに多様化していくことが想定される。

今後、人口減少社会が進行する中でも、一人ひとりが描く、理想の自分や生活が実現可能

な多様性のあるまちを目指す。 

概要 大学進学時や就職期における転出超過、出生数の減少などの人口の社会増減、自然増減に

係る課題を統計調査から分析し、これらの課題解決に対する施策の効果を高めるため、総

合戦略における人口減少対策に全国で初めて、ペルソナマーケティングの考え方を導入し

た。政策ターゲットとなるペルソナは、「進学」「就職」など 3つの社会増減のターニングポイン

トと、「シングル」「専業主婦」「共働き」など 4つのライフスタイルで捉え、次の視点で 9つ設

定した。 

• 各種統計、アンケート調査から、対象者の数や割合などボリュームゾーンを分析し設定 

• 定量的、定性的なデータから仮説を立て、サービスを利用する象徴的なユーザー像を明

確に描き、その満足度を高めるための強化策を構築 

 

次に、ペルソナの満足度を高めるための事業計画として、「新たな人口減少対策アクションプ

ラン」を作成した。 

アクションプランの推進に当たっては、市内企業や地域団体が自ら企画提案し、実行するた

めの会議体（みんなのライフスタイル応援会議）を設置し、市が主体の取組と民間主導の取

組の両輪により推進している。働き方改革などで先進的な取組を実施する企業等で構成す
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る当会議を軸にすることで、民間企業・地域団体などへ実行の輪を拡大していく狙いであ

る。 

利用した統計データ 【福山市調査】 

・市政に対するニーズ把握のための定量調査 

・移住・定住に関する意識調査 

・高校生の「進学・就職」に関する意識調査 

・高校生進学先調査 

・大学生、大学院生の就職観等に関するアンケート 

・福山市子ども・子育て支援事業計画に関するニーズ調査 

・福山市子どもの生活実態調査 

【国・県調査】 

・国勢調査（総務省） 

・住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数（総務省） 

・日本の地域別将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所） 

・人口動態調査（確定数）（厚生労働省） 

・経済センサス-活動調査（総務省・経済産業省）  

・広島県学校基本調査（広島県）等 

統計データを活用したこと

によるメリット 

ペルソナ設定に当たっては、定量的な各種統計調査からボリュームゾーンを分析するほか、

アンケート結果などから就職観や結婚・子育てに関する市民ニーズ等も見ながらペルソナを

設定した。定量的なデータと定性的なデータを組み合わせることで、ペルソナの満足度を高

めるための「仮説」の設定ができる。 

政策ターゲットを具体的な人物像に落とし込むことで、共通の施策目標を持つことができ、

異なる部局が同じ目標に向かって連携する企画立案が可能となった。 

経費 ライフスタイル応援会議講師謝礼（令和元年度）約 434千円 

市政に対するニーズ把握のための定量調査（平成 30年度）約 499千円 

※「人口減少対策～強化策～」「人口減少対策アクションプラン」の作成のための経費。その

他福山市総合戦略等の策定に当たり実施した各種調査経費を除く。 
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取組の効果・成果 

✓ アクションプランの主な事業（みんなのライフスタイル応援会議発案）の一つとして、男性の子育て参加を促進し、女性の負

担軽減やリフレッシュにつなげることを目的に「子育てパパ活躍ウィーク※」を実施した。企業・団体との連携により、まちぐ

るみで男性が子育てに参加できる機会を提供できた。 

応援企業・団体：参加団体数 16社、参加人数約 750人 

協力企業・団体：取組数 9件、参加人数約 950人 

※アンケート調査から、女性が理想の子どもの数を持つには、パートナーのサポートが特に大きく影響するという結果があ

ったため企画したもの 

✓ また、本市から進学が多い都市圏（独自調査結果）における地元企業と学生との交流会や、ペルソナのニーズが高い妊

娠・子育て期の経済的負担の軽減等、EBPMを実践してきた。実際に地元企業への就職につながるなど施策効果が高ま

っている。 

今後の予定  

◆ 設定したペルソナについて、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、働き方や生活に対する意識の変化が生じてい

る。これらの意識や行動の変化を的確に把握するためのアンケート調査を実施し、ペルソナを再構築する。 

◆ また、これと併せ、大学や民間企業と連携し、施策構築のプロセスに AI技術を導入する。AIによって、ペルソナに起こり

得る未来を分析し、その上で重点事業を構築するとともに、人口減少対策の次期アクションプラン作成につなげる。 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

ペルソナの設定に当たり、統計調査などの定量的なデータのみならず、窓口やイベントなどでの定性的な意見の反映も仮

説づくりに重要となる。これらデータを複合的に整理することが必要となる。 

また、事業実施に当たり、雇用の確保や家庭での育児参加など、行政以外の主体となるプレーヤーが積極的に自ら関わり

実行する仕組みとすることが重要である。 

これにより一過性の取組とせず、定着させることが可能であると考える。 

担当部署  

広島県 福山市 企画財政局 企画政策部 企画政策課 
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❶人口問題 
長崎県の転入・転出に係る構造分析及び動態把握事業 

長崎県 

取組の背景 

 課題 

長崎県では人口減少が続いており、現在もその解決策を模索しているところである。そもそも住民票の届出情報から実

数は把握できるものの、転入・転出の主たる理由等の実態把握ができていない。 

 きっかけ 

近年、特に女性の県外転出が増加傾向にあり、その理由・属性が特に注目されている。 

当取組の発案は、長崎県県民生活環境部統計課、および企画部政策企画課。 

取組の内容 

目的 近年の転入・転出の構造（属性別移動理由等）を把握し、これまで推測していた内容をデー

タにより、裏づけや確認を行うとともに、転入・転出に係る動態把握のために、住民票の異動

届の手続が市町窓口で行われる際にその移動理由等をアンケートでリアルタイムに把握し

たい。 

概要 近年の転入・転出の構造把握を行うため、総務省統計局が実施した「平成 29年就業構造

基本調査」のミクロデータを利用し、県で独自分析を行ったところ、以下の実態が明らかに

なった。 

• 県外転出の主な理由として、男性では「転勤」「進学」「就職」、女性では「家族の仕事の都

合」(約 3割)「就職」「進学」となっている。 

※近年女性の転出超過数が男性よりも多くなっていたが、県の施策の直接的な対象とは

ならない「家族の仕事の都合」による転出を差し引いた場合、女性の方が転出超過数は

男性を下回ると判明。 

• 未婚者に限定した県外転出の主な理由は、男性では「進学」「就職」の順番に多く、女性

では「就職」「進学」の順番と順位が入れ替わる。 

• 未婚者の女性が就職のために県外転出した際の就職先は企業規模を問わず産業も多

種多様となっている(男性は大企業中心となっている)。 
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• 分析結果に基づき、県庁内で推測していた内容について、データによる一定程度の裏づ

けでき、また、女性を中心ターゲットとする政策へ舵を切り替える必要性まではないこと

を確認できた。 

次に、就業構造基本調査のミクロデータによる分析の課題（①市町別の実態把握ができな

いこと、②現時点での情報を把握できないこと）を克服するため、県・市町で連携して以下の

とおり事業展開。 

• 県内全 21市町で、転居届の手続の際に転入転出理由等をタイムリーに把握するための

アンケートを令和 3年 3月から実施することを目指し、長崎市など 9市町で令和 2年 7

月から試行的なアンケート(移動理由アンケート第 1期試行)を開始した。 

利用した統計データ 平成 29年就業構造基本調査 

統計データを活用したこと

によるメリット 

転入・転出に係る属性ごとの違いがあることが政府統計のミクロデータ分析により明確にな

り、転入・転出に関する基礎的データによる現状把握の重要性・必要性を県庁内・各市町で

再認識する契機となった。 

体制 就業構造基本調査のミクロデータの分析については、県民生活部長（令和元年度当時の役

職名称）を中心とするプロジェクトチームを組んで実施した。また、移動理由アンケートにつ

いては、企画部政策企画課と県民生活環境部統計課が連携して進めている。 

経費 いずれも当該事業専用の追加経費はない。 

取組の効果・成果 

✓ 就業構造基本調査のミクロデータ分析により、各市町でも基礎的データによる現状把握の重要性・必要性の再認識が行

えたことから、令和 3年 3月から県内市町で網羅的に、移動理由アンケートの実施が行える見込みが立った。 

✓ 全市町で網羅的に行うことにより、各年度ごとに、県単位のみならず、市町単位での人口減少対策に関する施策の効果把

握が可能となり、県内の EBPMの定着に資することが期待される。 

今後の予定  

◆ 移動理由アンケートについては、令和 3年 3月から全市町で本格実施することとしており、それまでに紙調査票による回

答以外のオンライン回答を導入する予定である（10月からの第 2期試行実施で導入予定）。 

◆ また、回収率向上のためのインセンティブについて、本格実施での正式導入を検討する。 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

県下の市町の政策部門のみならず、住民課等の窓口部門との連携を取ることが必要。 

事実関係を問うアンケートとなるため、県として把握する項目については総務省への届出が必要となることに注意。 

担当部署  

長崎県 県民生活環境部 統計課 
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❶人口問題 
県内大学生の県内企業就職推進事業 

長崎県 

取組の背景 

 課題 

長崎県では長期間人口減少が続いており、若年層の県外流出が問題となっている。県内の大学生の就職意識について、

大規模データによる把握分析を行った事例はなく、県内就職に関する実態把握ができていない。 

 きっかけ 

高校生の県内就職率は上昇傾向があるものの、大学生の県内就職率は伸び悩んでいる傾向が続いている。 

 発案者 

長崎県 県民生活環境部 統計課 

取組の内容 

目的 大学生の県内就職を促進するためのターゲット層を特定し、県内就職を促進する施策の検

討につなげたい。 

概要 県内大学生の県内企業への就職意識等を把握するため、長崎大学経済学部の教授陣が設

立したコンサルタント機関 DRC（出島リサーチ＆コンサルツ）に委託し、県内の概ね全大学

で「就職に関する意識調査」を実施（回収数：約 2,600）し、結果分析を行ったところ、以下の

内容が明らかになった。 

• 長崎県出身の大学生は県内就職希望は 40%であるのに対して、県外出身大学生は 4％

のみ 

• 長崎県出身の大学生は「生活の安定」を重視するのに対して、県外出身の大学生は「企

業の安定」と「やりがい」を重視 

• 長崎県出身の大学生で、県内企業のイメージとして「やりがいがある」と強く感じるとその

ほとんどが県内就職を希望する 

 

利用した統計データ 就職に関する意識調査（DRC、長崎県） 
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統計データを活用したこと

によるメリット 

県内就職を推進するための優先ターゲット層がデータで明確になり、その層に対しての訴求

項目が明らかになった。 

体制 総務省統計局の令和元年度統計データ利活用推進事業の枠組みを活用し、総務省から長

崎県への事業委託を再委託し、DRCがアンケート企画・実査・分析を実施。 

経費 本業務で行うアンケートの企画・分析を研修として行う人材育成を含め約 4,000千円 

取組の効果・成果 

✓ 長崎県出身の大学生の県内就職意識を高める施策の訴求対象・項目が明確になったことにより、県庁内の政策部門（産

業労働部若者定着課）とより密接な連携を取りながら、訴求項目の具体化把握のための取組（長崎県出身の県内大学生

が感じる「やりがい」とは何かを把握）を進めることとなった。 

今後の予定  

◆ 長崎県出身の県内大学生が感じる「やりがい」とは何かを同規模のアンケートを実施することにより明らかにし、それによ

り明らかになった「やりがい」を刺激する県内企業のプロモーション施策を展開するとともに、県外の大学（特に長崎県出

身者が多く進学する福岡県の主要大学）にいる長崎県出身の大学生も同様に訴求対象となりうるのかをアンケートにより

把握することを計画している（令和 2年度統計データ利活用推進事業の枠組みを活用） 

 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点 

県内大学の事務局からの理解・協力を得られる体制を構築することが必要。 

※長崎県では、大学間連携の枠組みが令和元年度まで存在し、その枠組みの事務局が長崎大学に存在していた。 

担当部署   

長崎県 県民生活環境部 統計課  


